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連結注記表
　

１ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称 SEIKOH GIKEN USA,INC.（米国）

杭州精工技研有限公司（中国）

SEIKOH GIKEN EUROPE GmbH（ドイツ）

大連精工技研有限公司（中国）

香港精工技研有限公司（中国）

不二電子工業株式会社（日本）

DATA PIXEL SAS（フランス）

　

(2) 持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した関連会社の数及び関連会社の名称

　持分法適用の関連会社の数 1社

　関連会社の名称 浙江精工光電科技有限公司(中国)

　 ②持分法適用手続きに関する特記事項

　 持分法適用会社のうち、事業年度が連結会計年度と異なる会社については、各社の直近の事業年度に

　 係る計算書類を使用しております。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項

　 (連結子会社及び持分法適用会社)

該当事項はありません。
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(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　全ての在外連結子会社の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。国内連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(5) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

1) 有価証券

その他有価証券 ……… 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

2) デリバティブ取引

時価法を採用しております。

3) たな卸資産

イ． 商 品 …………… 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ロ． 製 品

金 型 関 連……個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

光通信、成形及

びデバイス関連

…主に移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　

ハ． 原 材 料…………移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ニ． 仕 掛 品

金 型 及 び

光 通 信 関 連

……個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　

成 形 及 び

デ バ イ ス 関 連

…主に移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　

ホ． 貯 蔵 品 ………… 最終仕入原価法

　 ただし、在外連結子会社の評価基準については低価法を採用しております。
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ． 有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……… 当社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。ただし、1998

年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。また、在外連結子会社は、主として定額法によっておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７年～38年

機械装置及び運搬具 ６年～10年

ロ． 無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

……… 定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年

顧客関連資産 効果の及ぶ期間 (10年)

ハ． リ ー ス 資 産 ……… 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ(残価保証の取り決めがあ

る場合は残価保証額)とする定額法によっております。

ニ． 投資不動産 …………… 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ６年～38年

③ 重要な引当金の計上基準

イ． 貸 倒 引 当 金 …… 金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。

ロ． 賞 与 引 当 金 …… 国内連結子会社の従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のう

ち当連結会計年度に帰属する部分の金額を計上しております。

ハ. 役員株式給付引当金 …… 取締役向け株式交付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当連結

会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

　

④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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⑤ のれんの償却方法及び償却期間

　のれんは、８～10年間で均等償却しております。

　

⑥ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は当連結会計年度の費用として処理しております。

ロ．退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

・過去勤務債務の費用処理方法

　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理しております。

・数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。

・小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

２ 会計方針の変更に関する注記

　国際財務報告基準を適用している子会社は、当連結会計年度より、国際財務報告基準16号「リース」

(以下、「IFRS16号」という。)を適用しております。これにより、リースの借手は、原則としてすべての

リースを貸借対照表に資産及び負債として計上することとしました。IFRS16号の適用については、経過的

な取扱いに従っており、会計方針の変更による累積的影響額を適用開始日に認識する方法を採用しており

ます。

　この結果、当連結会計年度末の有形固定資産の「その他」が94,550千円、流動負債の「その他」が

16,221千円及び固定負債の「その他」が30,323千円増加しております。当連結会計年度の損益に与える影

響は軽微であります。
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３ 追加情報

　 (取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入)

当社は、2016年６月17日付株主総会決議に基づき、業績連動型株式報酬制度(以下、「本制度」とい

う。)を導入しております。本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得

し、役位、業績達成度等に応じて当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が、

本信託を通じて各取締役に交付されるという業績連動型の株式報酬制度です。本制度は、当社の取締役

(社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。以下も同様。)の報酬と当社の中長期的な業績及び株

式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスク

までも株主の皆様と共有することにより、当社の持続的な成長と企業価値向上に貢献する意識を高める

ことを目的として導入しております。

当該信託に関する会計処理については、経済実態を重視する観点から、当社と信託口は一体であると

する会計処理を採用しており、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益につ

いては、当社の連結計算書類に含めて計上しており、信託口が所有する当社株式は、連結貸借対照表の

純資産の部において自己株式として表示しております。なお、当連結会計年度末において、信託口が所

有する当社株式の帳簿価額は263,893千円、また、株式数は96,782株であります。

　

　

４ 連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 14,266,323千円

　

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

　投資その他の資産

　 投資不動産

　 (建物） 53,681千円

　 (構築物） 2,842 〃

　合 計 56,523千円
　

② 担保に係る債務

　固定負債

　 預り敷金 19,037千円

　合 計 19,037千円
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５ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

　普通株式 9,333,654株

　

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

　2019年６月21日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

(イ) 配当金の総額 …………… 278,864千円

(ロ) 配当の原資 ……………… 利益剰余金

(ハ) １株当たり配当額 ……… 30円

(ニ) 基準日 …………………… 2019年３月31日

(ホ) 効力発生日 ……………… 2019年６月24日
（注）配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所有する株式に対する配当金1,548千円が含

まれております。

　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

　2020年６月19日開催予定の第48回定時株主総会において、次のとおり付議します。

(イ) 配当金の総額 …………… 368,658千円

(ロ) 配当の原資 ……………… 利益剰余金

(ハ) １株当たり配当額 ……… 40円

(ニ) 基準日 …………………… 2020年３月31日

(ホ) 効力発生日 ……………… 2020年６月22日
（注）配当金の総額には、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所有する株式に対する配当金3,871千円が含

まれております。

　

(3) 新株予約権に関する事項

内 訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結会計

年度末

ストック・オプション
としての新株予約権 普通株式 ― 159,100 32,400 126,700 58,788

合 計 ― 159,100 32,400 126,700 58,788

(注) １.目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。
２.目的となる株式の数の変動事由の概要

　 新株予約権の増加は、発行によるものであります。
新株予約権の減少1,400株は、権利失効によるものであります。
新株予約権の減少31,000株は、権利行使によるものであります。　
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６ 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しております。受取手形及び売掛金に係る顧

客の信用リスクは、債権管理規程に従ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株

式であり、上場株式については毎月末に時価の把握を行っています。なお、デリバティブは外貨建取引管理

規程に従い、リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額
(※)

時 価(※) 差 額

①現金及び預金 11,066,728 11,066,728 ―

②受取手形及び売掛金 3,366,856 3,366,856 ―

③投資有価証券

　 その他有価証券 34,064 34,064 ―

④買掛金 (1,563,813) (1,563,813) ―

⑤未払法人税等 (227,274) (227,274) ―

(※) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。
(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金及び預金並びに②受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

③投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

④買掛金並びに⑤未払法人税等
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 11,569千円

これらについては市場性がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められるものであるため、
「③投資有価証券その他有価証券」には含めておりません。
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７ 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、千葉県地域・中国浙江省地域において、賃貸用の倉庫及びビル（土地を

含む。）を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額 時 価

　 967,630千円 　 759,210千円

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
2. 当連結会計年度末の時価は、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映して
いると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっており
ます。

　

　

８ １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,571円49銭

１株当たり当期純利益 125円78銭

（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎となる期
中平均株式数については、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所有する株式96,782株を控除対象の自己株式
に含めて算定しております。

　

９ 重要な後発事象

　 該当事項はありません。
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個別注記表

　

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

1) 有価証券

① 子会社株式及び

関 連 会 社 株 式 ……… 移動平均法による原価法

② その他有価証券 ……… 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

　

2) デリバティブ取引

　時価法を採用しております。

　

3) たな卸資産

① 商 品 ……………… 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 製 品

金 型 関 連 製 品 …… 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

光通信関連製品 …… 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③ 原 材 料 …………… 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

④ 仕 掛 品 …………… 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑤ 貯 蔵 品 …………… 最終仕入原価法
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(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産………定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～38年

機械装置 ８年～10年

工具器具備品 ２年～20年

② 無 形 固 定 資 産………定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年

③ 投資不動産 ………… 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ６年～38年

　

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 ………… 金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、計上しております。

1)退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

2)過去勤務債務の費用処理方法

　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

3)数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表

と異なります。
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③ 役員株式給付引当金 … 取締役向け株式交付規程に基づく当社株式の給付に備えるため、当事業年

度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

　

(4) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は当事

業年度の費用として処理しております。

２ 追加情報

　 (取締役に対する業績連動型株式報酬制度の導入)

当社は、2016年６月17日付株主総会決議に基づき、業績連動型株式報酬制度(以下、「本制度」とい

う。)を導入しております。本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得

し、役位、業績達成度等に応じて当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が、

本信託を通じて各取締役に交付されるという業績連動型の株式報酬制度です。本制度は、当社の取締役

(社外取締役及び監査等委員である取締役を除く。以下も同様。)の報酬と当社の中長期的な業績及び株

式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスク

までも株主の皆様と共有することにより、当社の持続的な成長と企業価値向上に貢献する意識を高める

ことを目的として導入しております。

当該信託に関する会計処理については、経済実態を重視する観点から、当社と信託口は一体であると

する会計処理を採用しており、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益につ

いては、当社の計算書類に含めて計上しており、信託口が所有する当社株式は、貸借対照表の純資産の

部において自己株式として表示しております。なお、当事業年度末において、信託口が所有する当社株

式の帳簿価額は263,893千円、また、株式数は96,782株であります。
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３ 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,901,271千円

　

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務

関係会社に対する短期金銭債権 276,839千円

関係会社に対する短期金銭債務 48,654 〃

関係会社に対する長期金銭債務 147,000 〃

(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

投資その他の資産

　投資不動産

　 (建物） 53,681千円

　 (構築物） 2,842 〃

合 計 56,523千円
　

② 担保に係る債務

固定負債

　預り敷金 19,037千円

合 計 19,037千円

　

(4) 取締役に対する金銭債務

長期未払金 144,870千円
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４ 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

イ）売上高 1,413,795千円

ロ）仕入高 806,964 〃

ハ）販売費及び一般管理費 5,535 〃

ニ）営業取引以外の取引高 1,047,661 〃

５ 株主資本等変動計算書に関する注記

(1)自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

　 普通株式 89,773株 210,027株 85,818株 213,982株

(注) 1.自己株式の数の増加210,027株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得等による増加であります。
　 2.自己株式の数の減少85,818株は、ストック･オプション行使等による減少であります。

3.自己株式には、業績連動型株式報酬制度に係る信託が所有する当社株式96,782株が含まれております。

(2)新株予約権に関する事項

内 訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業年度
末残高
(千円）

当事業年度

期首
増加 減少 当事業年度末

ストック・オプション
としての新株予約権 普通株式 ― 159,100 32,400 126,700 58,788

合 計 ― 159,100 32,400 126,700 58,788

(注) １.目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しております。
２.目的となる株式の数の変動事由の概要

新株予約権の増加は、発行によるものであります。
新株予約権の減少1,400株は、権利失効によるものであります。
新株予約権の減少31,000株は、権利行使によるものであります。

６ 税効果会計に関する注記

（繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳）

　繰延税金資産の発生の主な原因は、未払賞与40,822千円、減損損失97,013千円、たな卸資産評価減

4,937千円、繰越欠損金392,732千円等であります。また、評価性引当額は690,903千円であります。
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７ 関連当事者との取引に関する注記

子会社

属性 会社等の名称
議 決 権 等
の 所 有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
SEIKOH GIKEN
USA,INC.

直接所有
100%

当社製品の
販売
役員の兼任

光通信部品関連製
品及び光ディスク
用金型部品の販売
(注)２

578,657 売掛金 116,414

子会社
SEIKOH GIKEN
EUROPE GmbH

直接所有
100%

当社製品の
販売
役員の兼任

光通信部品関連製
品及び光ディスク
用金型部品の販売
(注)２

304,276 売掛金 57,167

子会社
杭州精工技研
有限公司

直接所有
100％

当社製品の
製造・販売
技術指導
役員の兼任

光通信部品関連製
品の製造及び販売
(注)２
技術指導料
(注)２

347,812
250,075
49,229

買掛金
売掛金
未収入金

18,637
40,232
7,762

子会社
大連精工技研
有限公司

直接所有
100％

当社製品の
製造・販売
役員の兼任

光通信部品関連製
品の製造
(注)２

329,765 買掛金 24,820

子会社
不二電子工業
株式会社

直接所有
100%

業務受託
資金の貸付
役員の兼任

業務受託料
(注)２
資金の貸付
(注)３
資金の回収
(注)３
利息の受取
(注)３

4,760

700,000

301,600

22,970

未収入金

短期貸付金

長期貸付金

11,057

701,600

1,603,200

　

(注) 1. 上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。
2. 取引条件及び取引条件の決定方針等取引価格については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。
3. 不二電子工業株式会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け入れて

おりません。
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８ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,350円75銭

１株当たり当期純利益 116円25銭

（注）１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数及び１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎となる期
　 中平均株式数については、業績連動型株式報酬制度において、信託口が所有する株式96,782株を控除対象の自己株式

に含めて算定しております。

９ 重要な後発事象
　 該当事項はありません。

　

　

10 その他の注記

　（退職給付関係）

１. 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を

設けております。

　

２. 確定給付制度

　 （1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 530,202千円

　勤務費用 29,652 〃

　利息費用 1,166 〃

　数理計算上の差異の発生額 71,662 〃

　退職給付の支払額 △11,171 〃

過去勤務費用の発生額 ― 〃

退職給付債務の期末残高 621,513 〃
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　 （2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の退職給付債務 621,513千円

未積立退職給付債務 621,513 〃

未認識過去勤務費用 11,678 〃

未認識数理計算上の差異 △86,005 〃

貸借対照表に計上された負債 547,186 〃

退職給付引当金 547,186千円

貸借対照表に計上された負債 547,186 〃

　

（3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 29,652千円

利息費用 1,166 〃

数理計算上の差異の費用処理額 10,833 〃

過去勤務費用の費用処理額 △3,892 〃

確定給付制度に係る退職給付費用 37,760 〃

　

（4）数理計算上の計算基礎に関する事項

　 当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 0.2 ％

予想昇給率 5.0 ％

　

３. 確定拠出制度

　 当社の確定拠出制度への要拠出額は、24,006千円でありました。
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